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問1 1972年の沖縄返還から20周年を迎えたことを記念して、沖縄戦で焼失した後に正殿などの復元が行われた、琉球王国時代の政治・文化を象徴す
る城郭はどれですか。 （2022年 沖縄県公立入試 類似）

1. 首里城 2. 姫路城 3. 五稜郭 4. 今帰仁城

問2 第二次世界大戦後の国際情勢において、1972年の日中国交正常化よりも後の時期に起こった出来事として正しいものはどれですか。 （2023年

富山県公立入試 類似）

1. 日米安全保障条約（初回の調印） 2. マルタ会談 3. キューバ危機 4. アジア・アフリカ会議（バンドン
会議）

問3 1951年にサンフランシスコ平和条約が締結された背景には、1950年に発生した朝鮮戦争が深く関わっています。この朝鮮戦争が日本に与えた
影響として、当時の日本の状況を正しく説明しているものはどれか。 （2023年 鹿児島県公立入試 類似）

1. バブル経済が崩壊し、国内で深刻
な不況が発生したことで、政治的な
混乱を招いた。

2. 連合国軍の物資調達などによる「
特需」が発生し、戦後の経済復興が
急速に進むきっかけとなった。

3. 沖縄がアメリカの施政権下から日
本へ返還されることが決まり、平和
条約の締結を後押しした。

4. 高度経済成長がピークを迎え、日
本は世界第2位の経済大国としての地
位を確立した。

問4 1951年にサンフランシスコで開催された会議において、当時の吉田茂首相が署名した、日本の主権回復と国際社会への復帰を認めた条約は何で
すか。 （2024年 群馬県公立入試 類似）

1. ポツダム宣言 2. サンフランシスコ平和条約 3. 日韓基本条約 4. 日中共同声明

問5 日本の人口に占める有権者の割合を示した統計資料において、1945年に有権者の割合がそれまでの約20％から48％へと倍以上に急上昇した理
由として、最も適切な説明を選びなさい。 （2016年 岡山県公立入試 類似）

1. 選挙権が得られる年齢が満18歳以
上に引き下げられ、男女ともに選挙
権が認められたため

2. 選挙権が得られる年齢が満20歳以
上に引き下げられ、男女ともに選挙
権が認められたため

3. 居住期間の制限が撤廃され、日本
に住む満20歳以上のすべての男子に
選挙権が認められたため

4. 直接国税の納税要件が撤廃され、
満25歳以上のすべての男子に選挙権
が認められたため

問6 1951年にサンフランシスコ平和条約が調印された際、日本が同時に日米安全保障条約を締結した背景として、当時の国際情勢をふまえた説明と
して最も適切なものはどれですか。 （2026年 山形県公立入試 類似）

1. 発展途上国による非同盟諸国会議
が開催され、日本がそのリーダーシ
ップをとるため

2. 経済の高度成長を維持するために
、アメリカから大規模な経済援助を
受ける条件だったため

3. 冷戦の激化により、アメリカが日
本を資本主義陣営の防波堤として維
持しようとしたため

4. 日ソ共同宣言によってソ連との国
交が正常化したため、アメリカが警
戒を強めたため

問7 1955年、インドネシアのバンドンにおいて、植民地支配から独立したばかりのアジアやアフリカの国々が初めて大規模に集まった国際会議を何
といいますか。 （2026年 鹿児島県公立入試 類似）

1. マルタ会談 2. アジア・アフリカ会議 3. パリ平和会議 4. 非同盟諸国首脳会議

問8 1960年前後、アフリカ大陸の多くの国々が欧米諸国の植民地支配から独立し、国際連合へ一斉に加盟したことは、その後の国際社会にどのよう
な影響を与えましたか。その仕組みや背景として最も適切な説明を選びなさい。 （2019年 福島県公立入試 類似）

1. 加盟国が急増した混乱を避けるた
め、国際連合はアフリカ諸国の加盟
を一時的に制限し、欧米諸国による
委任統治を継続する方針を決定した
。

2. 新興独立国の加盟が相次いだこと
で、国際連合総会におけるアジア・
アフリカ諸国の発言力が強まり、植
民地主義の廃止などが強く求められ
るようになった。

3. アフリカ諸国が安全保障理事会の
常任理事国をすべて占めることにな
り、それまで中心だった欧米諸国は
国際連合から脱退した。

4. 独立した国々が南アメリカの諸国
と協力して独自の軍事同盟を結んだ
ため、国際連合は平和維持活動の機
能を完全に停止させた。

問9 1973年の石油危機（オイル・ショック）が日本経済に深刻な影響を与えた理由と、その後の経済状況について説明した文として、最も適切なも
のはどれですか。なお、当時の日本はエネルギー革命を経てエネルギー源の転換が進んでおり、石油への依存度は約77％に達していました。
（2024年 鹿児島県公立入試 類似）

1. 原油価格が急騰したことで、国内
の物価が激しく上昇し、第二次世界
大戦後初めて経済成長率がマイナス
になった。

2. 石油価格の高騰を受けて国内製品
の需要が減り、物価が継続的に下落
するデフレ（デフレーション）が発
生した。

3. 石油の輸入制限が行われたが、政
府が全ての物価を厳格に統制したた
め、物価の上昇率は年間数％程度に
抑えられた。

4. 石炭の価格が上昇したことで、代
わりのエネルギーとして石油の輸入
を増やし、高度経済成長を継続させ
た。

問10 1972年に実現した沖縄の日本復帰に関して、当時の日本政府が掲げた復帰の条件やその背景について説明したものとして、最も適切なものはど
れですか。 （2024年 新潟県公立入試 類似）

1. 沖縄にあるすべてのアメリカ軍基
地を完全に撤去した状態での復帰

2. アメリカ軍の核兵器保有を明文化
して認める代わりに、経済援助を優
先させた形での復帰

3. 核兵器を置かず、本土の都道府県
と同じ法体系を適用させる「核抜き
・本土並み」での復帰

4. 日本に主権はあるが、引き続きア
メリカが行政権を行使する「潜在主
権」を維持したままでの復帰

問11 1914年の第一次世界大戦開始から、1922年の全国水平社の結成、1927年の金融恐慌などが起こった時期の日本の社会と政治の動きについて述
べた文として、正しいものはどれですか。 （2019年 高知県公立入試 類似）

1. 1923年の関東大震災からの復興
を名目に、20歳以上のすべての男女
に選挙権と被選挙権を与える新しい
法律が公布された。

2. 治安維持法の制定によって社会運
動が厳しく取り締まられる一方で、
政府は女性の不満を抑えるために19
20年代後半に女性参政権を認めた。

3. 1925年に普通選挙法が制定され
、25歳以上のすべての男子に選挙権
が与えられたが、この時点では女性
の参政権は認められなかった。

4. 大正デモクラシーの風潮の中で、
市川房枝らによる婦人参政権獲得運
動が実を結び、第一次世界大戦中に
女性の国政参加が実現した。

問12 日本の高度経済成長期に石油化学コンビナートなどから発生した大気汚染を原因とし、四大公害病の一つに数えられる喘息の症状を引き起こし
た公害病は何ですか。 （2026年 岩手県公立入試 類似）

1. イタイイタイ病 2. 新潟水俣病 3. 水俣病 4. 四日市ぜんそく


